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　日本では、65歳以上のシニア世代の人口が増加し、
2040年代前半にピークを迎える一方、現役世代（15～
64歳）の人口は今後さらに減少が加速する。独立行政法
人労働政策研究・研修機構の推計によれば、「成長実現・
労働参加進展シナリオ」でも、2022年から2040年の約
20年間で現役世代の就業者数は632万人（概ね千葉県
の人口に相当する規模）減少する。他方でシニア世代の
就業者数は523万人増加し、就業者数に占める割合は
21.7％、およそ5人に1人にまで拡大する（資料1）。
　2021年4月には、働く意欲のある高齢者がその能力を
十分に発揮できるよう、70歳までの就業機会の確保を企
業の努力義務とする「改正高年齢者雇用安定法」も施行
された。
　こうした状況の中で、持続可能な経済社会を実現する
ためには、年齢にかかわらず個人の選択に公平・中立で多
様な生き方・働き方を阻害しない「エイジレス社会」の実
現が重要となる。

深刻化する人手不足は日本の社会問題

　2025年の国会では、5年に一度の公的年金の財政検
証を踏まえた年金制度改正が行われる予定だ。今回の改
正では、①ライフスタイル等の多様化の反映・働き方に中
立的な制度の構築、②高齢期の経済基盤の安定や所得
保障・再分配機能の強化が方向性として示されている。特
に女性や高齢者等の就労を促進し、深刻化する人手不足
に対応することで、年金制度の持続可能性を高めること
が求められる。
　こうした観点から注目されるのが、税や社会保険料の
支払いにより働き控えを招くとされる「年収の壁」（103万
円の壁、106万円の壁等）や、高齢者の就労を阻害すると
される「年金の壁」（50万円の壁）の見直しだ。

　「50万円の壁」とは、厚生年金の適用事業所で働きなが
ら賃金を得ている60歳以上の厚生年金受給者を対象に、
月の老齢厚生年金と給与（賞与の1/12を含む）の合計が
50万円（支給停止基準額）を超えると、超過分の半額に相
当する老齢厚生年金が支給停止になることを指す（資料
2）。なお、2025年度は名目賃金の変動により支給停止基
準額が1万円引き上げられて「51万円の壁」となる。この壁
をもたらす仕組みを「在職老齢年金制度」という。
　さらに、老齢厚生年金を受給せずに繰下げ受給を選択し
た場合でも、在職老齢年金制度によって減額されるはず
だった年金部分は、増額の対象にならない。また、70歳未

年金制度改正で「壁」対策が進展

「50万円の壁」とは

資料1 就業者数の推移と今後の見通し 

（注）�成長分野の市場拡大が進み、経済成長と女性や高齢者等の労働市場への参加が進
展する「成長実現・労働参加進展シナリオ」。

（出所）�独立行政法人労働政策研究･研修機構「JILPT 資料シリーズ No.284 2023 年度
版労働力需給の推計－労働力需給モデルによるシミュレーション」より第一生命経
済研究所作成

資料2 「50万円の壁」の仕組み

（注）2024年度のケース。老齢基礎年金は支給停止の対象外。
（出所）第一生命経済研究所作成
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満の場合、毎月厚生年金保険料の負担も発生する。負担分
はのちに年金受給額に反映されるとはいえ、壁に該当すれ
ば支給停止の対象になってしまう。加えて、給与以外の所得
を得る人との「公平性の問題」も生じるなど、不合理な制度
と考えられる。
　内閣府「生活設計と年金に関する世論調査（令和5年11
月調査）」によれば、厚生年金の受給開始時に年金額が減ら
ないよう、就業時間を調整しながら働くと回答した人の割
合は、全年齢平均で44.4％であった。現役世代では5～6割
に達しており、「将来の自分事」として無視できない課題と
考えられる。
　在職老齢年金制度は、就労意欲を削ぎ、働き控えを誘引
していることは否めない。働き方に中立的な仕組みとなるよ
う、こうした労働供給を阻害する制度は見直す必要がある。

　2024年12月、社会保障審議会年金部会では、在職老齢
年金制度について、①制度自体の撤廃、②支給停止基準額

（月額50万円）を71万円に引き上げ、③同62万円に引き上
げ、という3つの見直し案が示された。
　その後の厚生労働省と与党との協議では、2026年4月
から基準額を62万円に引き上げるとの改正案が示されて
いる。実現すれば、就業調整していた高齢者にとっては壁を
超えた就労を後押しし、壁を超えて就業していた高齢者は、
収入合計に応じて違いはあるものの、引き上げ後からは、
受け取れる年金額が増えるだろう。

　他方で、「50万円の壁」の見直しにより年金給付額が増加
するため、将来的に年金を受け取る世代の給付水準は若干
下がる。こうした影響を補うことも視野に、厚生年金保険料
の引き上げが検討されている。現在、同保険料は32段階に
区切られた標準報酬月額に18.3％の保険料率を掛け、労
使で折半する仕組みとなっている。2024年9月末のデータ

「50万円の壁」解消に向けた見直し案

標準報酬月額上限の引き上げとセット

によれば、標準報酬月額の上限等級65万円に該当する人
の割合は、最頻値に次ぐ7.0％といびつな構造が伺える（資
料3）。
　そこで、標準報酬月額の上限等級を見直し、高所得の会
社員や公務員、事業主が負担する厚生年金保険料を引き
上げる案が示された。当然、上限引上げの該当者は将来の
年金給付額も増加する。年金財政の観点でみると、保険料
収入が増加する一方で、将来の年金給付に反映されるまで
の間、年金積立金の運用益も増加するため、厚生年金全体
の給付水準の底上げが期待される。
　財政検証によると、在職老齢年金の支給停止基準額を
50万円から62万円に引き上げた場合、標準報酬月額の上
限等級を65万円から75万円に引き上げることで、将来の
年金財政への影響はほぼ相殺される。与党との協議では、
この上限等級を2027年9月に68万円、2028年9月に71
万円、2029年9月に75万円と段階的に引き上げる方向で
調整されている。例えば、現在65万円の人が改正後75万
円に該当した場合、保険料は労使合計で月額18,300円（本
人9,150円）上がることになろう。
　年金制度は、常に経済社会の変化に影響を受ける。将来
に向けて国民の信頼と安心、納得感が得られる制度改正と
なるよう、少数与党の国会において、与野党の真摯な審議
に期待したい。

資料3 標準報酬月額別の被保険者数分布割合

（注）�男女合計。対象者は第1号厚生年金被保険者（一般企業等に勤める会社員）で、船員
及び坑内員を含む。

（出所）�厚生労働省「厚生年金保険・国民年金事業月報（2024年9月）」より第一生命経済
研究所作成
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